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２９）公益社団法人京都府宅地建物取引業協会 

 

 

 

３０）公益社団法人全日本不動産協会京都府本部 
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３１）都市居住推進研究会（都心部の路地における子育て支援空間としての検証とテーマ型再生事業

手法の構築） 

 

 

 

３２）一般社団法人大正・港エリア空き家活用協議会 
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３３）池田市空き家バンク普及促進検討協議会 

 

 

 

３４）茨木市空き家・空き地等「自治会モデル事業」プロジェクト 
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３５）ひょうご創生空き家活用プロジェクト 

 

 

 

３６）特定非営利活動法人兵庫空き家相談センター 
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３７）特定非営利活動法人空き家コンシェルジュ 

 

 

 

３８）NPO 法人八木まちづくりネットワーク 
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３９）木綿街道空き家・空き地の利活用活性化事業 

 

 

 

４０）広島空き家利活用推進協議会 
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４１）廿日市市空き家 0 プロジェクト推進チーム 

 

 

 

４２）特定非営利活動法人山口県定期借地借家権推進機構 
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４３）高知県居住支援協議会 空き家対策部会 

 

 

 

４４）うきはリライトプロジェクト 
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４５）空き家相談会事業 

 

 

 

４６）DIY 型賃貸借の普及のためのリノベーションモデル事業の構築 
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４７）日南市まちなみ再生モデル事業 

 

 

 

４８）公益社団法人全日本不動産協会鹿児島県本部 
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４９）阿久根市産官学金連携「空き家・空き地等利活用」事業 

 

 

 

５０）NPO 法人頴娃おこそ会 
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５１）長島町遊休富動産利活用促進事業(Ｎ-project) 

 

 

 

５２）OKINAWA 型中古住宅流通研究会 
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５３）空き家・空き地の相談窓口 

 

 

 

５４）一般社団法人全国住宅産業協会 
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２－３ 取組の類型と評価 
ここでは、54 団体の取組について、複数の視点から類型等を行い、各団体の課題分析及び評価を行

う。 

 

（１）取組目的別の視点による類型 

今回の 54団体の取組について、その目的別に類型を行うと以下の 4分類に整理できる。 

 

１）空き家等の利活用を通じた地方創生の実現 

２）空き家等の利活用に関する利用者への情報発信・所有者の意識改革 

３）空き家等の利活用に向けた新たな需要・利活用用途の創出 

４）空き家等の利活用に向けた地域の人材育成・事業実施体制の確立 

 

空き家等の利活用を図るまでの工程では、一般的な不動産流通市場や利活用のシチュエーションと

は異なり、所有者の特定が必要であり、また、特定されている場合でも、利活用方法の検討及びニー

ズを持つ利用者を探すプロセスが発生する。各団体は、このようなプロセスに関連した課題解決を目

的とした取組を行っている。 

１）に分類される取組は、空き家等を地域資源として利活用する方法を検討・実施することで、地

方創生や地域活性化にも貢献することを目的としている。 

２）に分類される取組は、空き家等の利用ニーズを持つ移住者・創業希望者等の利用者への情報発

信や、所有者への空き家問題に関する意識啓発や相談機会の提供を目的としている。 

３）に分類される取組は、空き家等の利活用の新たな需要発掘や利活用方法の検討・スキーム構築

等を目的としている。 

４）に分類される取組は、空き家等の相談対応や利活用に取組む人材の育成及び発掘と、専門家や

多様なプレイヤーの連携による実施体制確立を目的としている。 

 

各類型の特徴や該当する団体については、次頁以降で紹介する。 

なお、各団体の取組概要について、今年度では新技術を活用した取組を積極的に支援している観点

から、新技術を活用した取組であるか否かについて、以下の表中【取組類型】欄に記載している。 
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１）空き家等の利活用を通じた地方創生の実現 
当該類型に属する取組の特徴としては、所有者が特定されている空き家等を地域資源として利活用

し、利活用方法の検討及び利活用の実施を多様なプレイヤーを巻き込んで行うことで、地域の課題解

決や地方創生に寄与することを目的としている。地域の不動産に関連する専門家だけでなく、取組を

通して自治体や商工会、地域住民などの多様なプレイヤーを巻き込んだ体制を構築して進めることに

より、空き家等を地域の課題解決に取組む人材を集めるハブ機能として活用している。 

 

枝
番

モデル事業者名 取組類型 取組内容 取組成果

1 （一社）地方創生プロジェクト ・チャレンジショップ

① 地域の大学生と連携した空き家活用モデル
を検証する週末カフェとチャレンジショップ

② 空き家活用の手引き作成（移住者向け）

① 銚子市と連携し、サテライトオフィスとして貸
出、宣伝に繋がった

② 手引き検討会を開催し、現在手引き内容を
確定。現在編集作業中

• 利活用物件数：用途変更による利活用済１件
（検討中2件）

2
ＮＰO法人八木まちづくりネット
ワーク

・チャレンジショップ
・ワークショップ

① モデル物件の活用方法の模索
• モデル物件の建物構造調査
• 地域コミュニティ拠点としての活用提案
• 地元住民を対象とした空き家活用ワークショッ

プ（家財道具整理、清掃、モデル物件内での
活用プラン検討）

① 建物の良さを活かした地域コミュニティ拠点
としての具体的な活用方法の明確化

• 利活用検討中1件（地元高校の囲碁将棋倶楽
部の部活動練習場としての継続活用）

3
木綿街道空き家・空き地の利
活用活性化事業

・マルシェ開催
・相談会

① 小規模事業者への空き家の利活用啓発のた
めのマルシェイベント

② 小規模事業者のリーシングの仕組みづくりの
検討のために地域の空き家所有者、小規模
事業者等を対象にしたセミナー、個別相談対
応

① ②事業全体を通して、木綿街道の目指す
リーシングフロー案を検討・実施

• マルシェイベント動員数4000名、セミナー参加
者34名、事業者からの空き家利活用問い合
わせ5件、利活用物件数：売却済1件、賃貸検
討中1件

4 うきはリライトプロジェクト
・利活用プランニング
イベント（公開型）

① 市内外の企業・地域住民によるまちづくり連
絡会の発足

② Google Mapを活用した空き家情報の一元化、
現状把握および課題整理

③ 近隣大学生による古民家活用案の提案およ
び報告会の実施

① 連絡会には21団体約60名参加
② 行政把握データ、地元自治会把握データ、う

きはリライトプロジェクト調査データの一元化、
情報共有、更新ができるシステムを作成

③ 報告会参加者約50名
• 利活用物件数：賃貸検討中１件

5
日南市まちなみ再生モデル事
業

・ワークショップ
（まちなみ再生事業の
周知）
・まちづくり構想の作
成

① 県外美大生によるフィールドワーク、ワーク
ショップ

② 地元住民への報告会
③ 既存ストックを活用した企画書/提案書の制

作

① ②「ワカモノ」「ヨソモノ」の視点から、空き家
の地域交流拠点・学習塾としての具体的な
利活用提案があり

③ 報告会参加者50名
• 利活用物件数：用途変更による利活用検討中

2件

6
阿久根市産学官金連携「空き
家・空き地等利活用」事業

・チャレンジショップ
・空き家紹介ツアー

① 大学生によるチャレンジショップ運営（全３回）
を通した空き地・空き家等の有効活用への学
生目線での問題提起

② 空き家の借り手需要発掘のための空き家等
紹介ツアー

① 地元高校生、事業者等が出店し商店街の賑
わいづくりに寄与

② 移住アンケートで阿久根市の住環境につい
て調査

• チャレンジショップ来店者数のべ650名、空き
家等紹介ツアー参加者30名、利活用物件数：
売却検討中1件、賃貸済1件
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２）空き家等の利活用に関する利用者への情報発信・所有者の意識改革 
当該類型に属する取組の特徴としては、利用者（空き家等の利用を希望する移住者・創業者等）へ

の情報発信によるマッチング促進や、所有者（今後空き家等を所有する見込みがある親族等含む）へ

のセミナー・相談会等により、空き家問題への意識啓発や利活用の発意を促すことを目的としている

点が挙げられる。 

 

枝
番
モデル事業者名 取組類型 取組内容 取組成果

1
（一社）インスペクション東
北

・インスペクション
・相談会

① 地域住民への空家問題の周知啓発・公開インス
ペクション

② 空き家相談窓口の開設、相談体制構築、相談会
の開催

① 参加人数4名、相談件数2件
② 町内会⇒所有者へアプローチ、検査後利活用アドバイス

という一連の流れによる利活用実績の達成
• 利活用物件数：売却1件（検討中3件）

2 柏市空き家相談窓口
・セミナー（所有者向け）
・マニュアル作成（相談
員向け）

① 所有者向け空き家セミナー・相談会の開催
② 相談員向け相談マニュアル・業務フロー、利活用

ツールの作成

① 相談窓口の認知度向上。セミナー後の個別相談件数、取
扱件数が昨年度に比べ増加

② 相談時の各業務メニュー表を作成、利活用ツールとして
「空き家信託ビジネスモデル」の構築

• セミナー参加人数：88人、相談件数：18件、利活用物件数：
売却済12件（検討中12件）、賃貸済1件

3 空き家利活用プロジェクト
・セミナー（後見制度・相
続）
・web相談会

① 加盟司法書士を対象に個別に空き家に関する
現状や解決策を紹介し、所有者紹介・サポート
依頼

② 消費者向けセミナー及び相談会の開催
③ SNSを活用した売却困難な不動産を活用可能者

に対して情報提供する仕組みの考案
④ ホームページでの空き家啓発コラムの公開

① 司法書士からの相談案件125件、空き家に関係する多様
な業種52名による意見交換会の開催

② 所有者16人参加、相談件数11件
③ 4件のDMを送り、売却4件完了
④ ホームページから21件の相談問合せ
• 利活用物件数：売却済51件（検討中117件）、賃貸済2件、

解体済1件（検討中1件）

4
板橋宿まちづくり協議
会

・協議会リーフレット
作成
・公開プレゼン（住民
向け）

① 協議会活動内容説明リーフレットの作成
② 「空き店舗利活用に関するリノベーション」公

開プレゼンの実施

① 商店街各所に設置、配布等実施し、地域住民への認
知度向上、「公開プレゼン」への参加数増加に繋がっ
た

② 事業提案7件、実際に活用が決定。また、空き店舗
の活用事案について、他の商店街でも共同検討する
形に発展

• 公開プレゼン参加者：35名、利活用物件数：賃貸済1
件

5
空き家お直しコンシェル
ジュ

・セミナー（所有者向け）
・相談会

① 空き家所有者向けセミナー・相談会の開催
② 空き家を借り上げるサブリース商品の提案

① 参加者数37名、相談件数17件。セミナーの事周知方法と
してチラシ等に比べSNSが有効

② セミナー参加者は40～50代が多く、相続に対する関心が
高い。当該世代へのアプローチ方法について確立

• 利活用物件数：売却検討中3件、賃貸検討中2件

6

集合住宅環境配慮型リ
ノベーション検討協議
会
（通称：エコリノ協議会）

・勉強会（住民向け）
① 団地居住者向けに団地に住み続けるための

現状等に関する勉強会（セミナー）を開催

① 当該団地では「空き家問題」＝「高齢者問題」である
ことを把握。団地再生も含めた「空き家対策」は高齢
者の住替え問題であり、管理組合を巻き込んだこと
が活動を有効なものとした

• セミナー参加人数：全4回、計100名

7 ウエスト東京空き家ラボ
・マッチングサイト構築
・シンポジウム（事業
者）

① 相談者の利便性に配慮したポータルサイト（「空
き家ラボ」）の構築

② 消費者・不動産関係者向け空き家シンポジウム
の開催

① ポータルサイトの構築が完了
② 100人参加。空き家の利活用では創業支援・柔軟な働き

方による就労支援によるアプローチが必要であることを認
識。

• 利活用物件数：用途変更による利活用検討中1件

8
高岡市空き家活用推進
協議会

・セミナー（所有者向け）
・相談会
・パンフ作成（利活用啓
発）

① 相談所の継続実施及び周知、相談案件の経過
分析

② 消費者向けセミナー・出張相談会の開催
③ 実践的な活用方法の検討と提案

① 啓発パンフレットの作成、遠方居住の所有者への郵送。
常設相談＋定例相談会で相談件数26件

② 参加人数83件、相談件数5件
③ 1件のモデル物件を対象に多様な活用可能性検討を実施

し、今後の相談対応に活用
• 利活用物件数：売却検討中1件、用途変更による利活用検

討中1件

9
NPO法人ふるさと福井
サポートセンター

【新技術活用：価格査
定】

・システムの構築
・相談会

① ソフト開発のため専門家、専門業者へのヒヤ
リング

② 「空き家おねだんシミュレーション」ソフトの開
発

③ 「空き家おねだんシミュレーション」ソフト実証
を兼ねた空き家相談会の開催

① システム設計情報の生成
② 開発完了、物件価格情報の重要性認知
③ 参加人数5人、別途個別相談3件。シミュレーション結

果を確認した人は高確率で流通の決断をした
• 利活用物件数：売却済4件（検討中10件）、解体検討

中6件

10
長野県ふるさと移住促
進協議会

【新技術活用：価格査
定・３Ｄ技術】

・モデル事業の試行
（民泊）
・セミナー

① お試し移住住宅の事業スキーム説明会の開
催

② 民泊活用空き家情報および地域情報の収
集・発信（360度カメラ等を活用したコンテン
ツ形成）

① 自治体・地域おこし協力隊等の人材との協力体制拡
大

② 地域コンテンツや空き家ビューコンテンツを生成、地
域プロモーション付空き家検索・予約サイトの試行開
始

• 民泊事業セミナー：27人参加、利活用物件数：１（お試
し移住用の空き家）

11
信州中古住宅流通ネッ
トワーク（ＮＥX-T)

【新技術活用：ＶＲ】

・相談会（所有者）

① 所有者向け空き家相談会の開催
② VRを使った空き家所有者への啓発

① 相談件数6件、現地調査アポ取り2件。ショッピング
モールでの開催により、相談件数の増加が図れ、相
談人員体制も充実させたことで媒介契約まで繋がる

② VR自体に対する興味関心もあり、使用希望率は高く、
使用者の反響もあり、リフォームに関する理解を深
めた

• VR体験会：参加人数18名、利活用物件数：売却検討
中2件

12
岐阜県各務原市空き
家・空き地のサポート協
議会

・セミナー（所有者向
け）
・相談会
・研修会（相談員の人
材育成）

① 所有者向け空き家セミナー・相談会の開催
② 個別相談（電話・メール・自治体からの紹介

連絡による）
③ 出張個別相談（各務原市内に空き家・空き

地を所有する方）

① セミナー参加人数24人、相談件数11件
② 相談件数4件
③ 相談件数1件
• 利活用物件数：売却済1件（検討中6件）、賃貸検討中

2件、解体検討中2件
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枝
番

モデル事業者名 取組類型 取組内容 取組成果

13 空き家実家相談センター ・セミナー（所有者向け）

① 「高齢者住宅連携型」セミ
ナー・相談会の実施

② 「地域密着型」セミナー・
相談会の実施

① 参加人数30名、相談件数9件。高齢者住宅事業者と共同開催する
ことで、単独開催に比べ集客が効率的・効果的に図れた。高齢者
住宅運営事業者との連携セミナーのノウハウを蓄積。実家対策に
関する情報提供が有効であることを把握。

② 参加人数29名、相談件数10件
• 利活用物件数：売却済1件（検討中2件）、賃貸検討中1件、解体検

討中1件、用途変更による利活用検討中1件

14

働く女性の為の空き家再
生事業者育成プロジェク
ト（安定した高齢者・シン
グルマザー向け賃貸住
宅の供給）

・セミナー（所有者予備
軍向け）

① 空き家所有者予備軍向け
空き家活用賃貸事業セミ
ナーを開催

② 空き家活用実践サポート
勉強会を開催

③ 働く女性の為の資産づく
りセミナーを開催

① 参加人数28名
② 参加人数70名、フォローアップを充実させることで利活用物件目標

達成
③ 参加人数12名
• 利活用物件数：賃貸済12件（検討中18件）、用途変更による利活用

済3件

15
（公社）全日本不動産協
会京都府本部

・セミナー（所有者向け）
・相談会
・パンフ作成
（古民家等の利活用）

① 所有者向けセミナー・相
談会の開催等

② 「クラインガルテン及び古
民家再生による空き家・
空き地活用の手引き」作
成及び配布事業

③ クラインガルテンセミナー
等実践活動の実施

① 参加人数11名、相談件数21件
② 手引きの作成完了。関係機関へ配布
③ セミナー参加人数10名
• 利活用物件数：売却済3件（検討中3件）、賃貸済3件（検討中2件）、

解体済1件、用途変更による利活用検討中1件

16
（一社）大正・港エリア空
き家活用協議会

・マニュアル作成
・セミナー（所有者向け）

① 空き家片付けセミナーの
開催

② 空き家片付け実施研修
③ マニュアル（片付け読本）

の作成

① 参加者参加者16名。別途、イベント等で個別相談にも対応し、計13
件対応

② 相続者の負担軽減のため、空き家になる前の断捨離・整理整頓が
重要であることを認識

③ 冊子の作成完了。自治体の協力を得て配布し、啓発に繋がる。
• 利活用物件数：売却済1件（検討中1件）、賃貸済2件（検討中6件）、

解体済1件（検討中1件）、用途変更による利活用済3件

17
NPO法人兵庫空き家相
談センター

・空き家調査
・相談会
・セミナー（所有者向け）

① 空き家所有者予備軍向け
空き家活用賃貸事業セミ
ナーを開催

② 空き家活用実践サポート
勉強会を開催

③ 働く女性の為の資産づく
りセミナーを開催

① 管理団体事務所及び研修センターとして2件利活用
② 参加人数70名、フォローアップを充実させることで利活用物件目標

達成
③ 参加人数12名
• 利活用物件数：売却済1件（検討中6件）、賃貸済2件（検討中5件）、

解体済1件

18
廿日市市空き家０プロ
ジェクト推進チーム

・ＤＩＹ見学ツアー
・セミナー

① 創業希望者が起業イメー
ジを持ちやすいよう工夫
した商店街空き家・空き
店舗めぐりの開催

② ①の内容を踏まえ、空き
家・空き店舗所有者が自
発的にアクションを起こす
ことができるような商店街
空き家・空き店舗めぐり実
施マニュアルの作成

① 仮想の創業プランをもとに臨場感のある空き店舗の活用方法の説
明をプログラムに盛り込む

② 作成したマニュアルは廿日市市役所や市内公共施設、他地域の
団体等に無料配布

• イベント参加者32名、利活用物件数：賃貸検討中12件、用途変更に
よる利活用検討中1件

19
NPO法人山口県定期借
地借家権推進機構

・相談会
・セミナー（所有者向け）

① 空き家相談会・セミナーの
同時開催（全２回）

① 相続に興味がある参加者がメイン。今後開催してほしいセミナー
テーマとしては「相続」のほか、「終活」、「保険」等の意見もみられ
た

• セミナー参加者118名、相談会参加者8名、利活用物件数：売却検
討中1件

20 空き家相談会事業
・セミナー（所有者向け）
・相談会

① 所有者向けの空き家問題
に関するパネルディスカッ
ション、個別相談会

① 空き家問題に関する情報提供と不動産、ＦＰなどの専門家と参加
者との質疑応答が可能なパネルディスカッションを取り入れたこと
で、個別相談では昨年度に比べ空き家・空き地の有効利用につい
ての相談が増加

• パネルディスカッション参加者10名、相談件数19件、利活用物件
数：売却3件、賃貸6件（検討中4件）、解体2件、用途変更による利活
用1件（検討中1件）

21
（公社）全日本不動産協
会鹿児島県本部

・セミナー（所有者向け）
・相談会
・先進事例調査

① 行政・大学・専門家による
利活用ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

② 所有者・事業者向け空き
家・空き地セミナー

③ 所有者・事業者向け空き
家視察研修

① 17名参加。６事例について課題と解決策の方向性を整理。（事例
は②のセミナーでも使用）

② 160名参加。アンケートでは、知りたい内容として「空き家の管理・
保存・活用」が特に多かった

③ 45名参加。現地視察以外に講演、意見交換を行ったことで、所有
者と専門家の交流の機会が持てた

• 相談会相談件数17件、利活用物件数：売却検討中13件、賃貸検討
中2件、解体1件（検討中3件）、用途変更による利活用2件（検討中5
件）

22
OKINAWA型中古住宅流
通研究会

【新技術活用：スマート
ロック・ＶＲ】

・セミナー（民泊）

① 2017年度作成の「民泊の
手引き」ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ

② 空き家物件の民泊活用ｾ
ﾐﾅｰ・相談会（全３回）

③ マッチングサイトを活用し
た民泊活用物件のリリー
ス

① 関連事業者からの満足度も高い内容へのバージョンアップ、セミ
ナー等での無料配布

② 他業種との意見交換も踏まえながらセミナーの内容をブラッシュ
アップしていった結果、参加者アンケートでは67件中63件が内容で
「よかった」と回答

③ 事業期間中に３件の管理・運用を開始
• セミナー参加者120名、相談件数20件、利活用物件数：解体検討中

1件、用途変更による利活用5件（検討中6件）

23
空き家・空き地の相談窓
口

・セミナー（所有者向け）
・相談窓口の開設

① 所有者向け空き家セミ
ナー・相談会（全４回）

② セミナー告知・集客～相
談対応までの一連の空き
家対策に関するフローの
構築

③ 構築したフローの事業者
との共有、研修会

① ②①のセミナー参加者、相談者の属性や相談内容とその対応等を
もとに、事業者が実施可能なセミナー開催から空き家の利活用に
至るまでの効果的かつスムーズな解決提案までの流れを整理

③ 関連事業者に②の結果を共有することで継続的な事業展開の基
盤を構築

• 所有者向けセミナー参加275名、相談会相談件数54件、事業者向け
研修会参加214社、利活用物件数：売却検討中12件
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３）空き家等の利活用に向けた新たな需要・利活用用途の創出 
当該類型に属する取組の特徴としては、空き家等の新しい利活用用途の検討やスキームの構築など

により、新たな利用者層へのアプローチ策を実施することで、利活用対象となる空き家等の拡充を図

る点が挙げられる。新たな利活用用途について所有者や事業者に周知するための取組も行われてい

る。 

 

枝
番

モデル事業者名 取組類型 取組内容 取組成果

1 館林三手家守舎
・空き家利活用実証実験
・プレーヤー発掘

① 空き家利用実証実験及び先行事
例視察

② 空き家利活用プレーヤー発掘方
法の検討

① 実証実験時ワークショップ・視察等参加者87名、実
験活用物件の活用事業者の決定

② プレーヤー発掘方法の確立
• 利活用物件数：賃貸1件（検討中１）、用途変更による

利活用1件（住宅⇒シェアスペース）、検討中1件（事
務所⇒飲食店）

2
地域における住宅確保要配
慮者に対する空き家地活用促
進事業２

【新技術活用：ＶＲ】

・サポート体制の構築
・マニュアル作成
・実態調査

① 所有者及び不動産会社に対する
サポートツールとしてビデオ通話を
導入・検証

② グループホーム活用可能性検証・
リーフレット作成

③ グループホーム活用リフォームイ
メージをVRで作成、見積算出を行
うシステムの解説リーフレット作成

① 遠方の所有者に対してVRを活用しより具体的な提
案が可能となった

② リーフレット作成が完了。グループホームの需要が
あり、空き家活用による転用への期待が大きいこと
を把握

③ システムを利用することでより具体的に活用後の状
況がイメージでき、活用に繋がる効果がある。

• 利活用物件数：賃貸検討中1件

3 日本空き家活用プロジェクト
・活用モデルの創出
・セミナー（利活用モデル）

① 空き家所有者向け空き家セミ
ナー・相談会の開催

② 不動産事業者向け空き家問題と
解決方法に関する勉強会の開催

③ 空き家活用に関する新たな事業モ
デルの創出

① 参加者10人、相談件数1件
② 20人参加
③ 実施段階2事業（シングルマザー支援、民泊）、準備

段階1事業（駐車場事業）、計画段階1事業（空き家
管理事業）

• 利活用物件数：売却検討中3件、用途変更による利
活用検討中4件（いずれもシングルマザー支援事業
or民泊事業）

4
空き家ハイブリッド活用プロ
ジェクト

・活用モデルの構築
（コワーキング）
・セミナー（事業者）

① 空き家所有者向け・空き家・空き
店舗活用セミナーの開催

② 横浜市商店街 空き店舗改修事
業 みな-トク地域活性化プロジェ
クト「笑店街」 を企画

① 参加者数20名、横浜市を通じ空き店舗リノベを実施
② 商店街全体の合意形成。子育てママワークスペー

スや学習塾、コミュニティスペース等による活用可能
性を確認

• 利活用物件数：賃貸検討中1件

5
住民参加型空き家魅力ＵＰ協
議会

【新技術活用：オンライン
内覧、３D技術】

・ＤＩＹキットの開発
・ワークショップ
・オンライン内覧

① 空き家改修を低コスト・短工期・高
クオリティで実施するための実証

② 再生した空き家とのマッチングを
加速させるICT技術の活用実証

③ 空き家バンクと連動し、全国に成
功事例を周知啓発

① 空き家改修キットの構築
② 短期間で3件の閲覧者があり、閲覧者からの反響も

大きく、有効性を確認
③ 活用事例は3月にホームページに掲載予定
• ワークショップ参加者：78名、利活用物件数：売却済1

件

6
空き家・空き地の相談セン
ター（協議会）

・環境整備
（外国人受け入れ）
・セミナー（所有者向け）

① 市民向けセミナーを通じ外国人介
護技能実習生の研修所・宿泊施
設・住居・監理団体事務所となる
空き家を募集・借上

② 市民向けセミナーを通じ、バディ候
補者を募集

① ②監理団体事務所及び研修センターとして2件利活
用、セミナー参加人数213名、相談件数15件

• 利活用物件数：売却済1件（検討中6件）、賃貸済2件
（検討中5件）、解体済1件

7 （一社）日本空き家管理協会
・ガイドラインの作成（シェ
アハウス）

① 高齢者向けシェアハウスの作り方
ガイドブックの企画・制作

② 空き家所有者向け高齢者向けシェ
アハウスの作り方説明会の開催

① 小規模で所有者が無理なく始められるスキームの
構築、サ高住・訪問看護ステーション等によるシェア
スペースなど、収益性を高める方法を組み込む

② 参加人数5名、参加した介護関係事業者から訪問看
護ステーションとして入居したいとの反響

8

都市居住推進研究会（都心部
の路地における子育て支援空
間としての検証とテーマ型再
生事業手法の構築）

・ワークショップ
・マニュアル作成

① 路地における子育て環境としての
優位性を実物件を活用して検証

② 路地の安全性確保に向けた策の
検討

③ 京都市の子育て支援策等との連
携の可能性の検討

④ 民間事業ベースに乗るプラン案の
作成

① 歴史的な資源を子育て支援空間として継承する可
能性を明らかにした

② 路地の維持継承、再生に関するモデルの構築達成
③ ④「路地が子育てに向いている」という提案を普及す

る媒体の作成
• 利活用物件数：賃貸検討中1件、用途変更による利

活用検討中1件

9
広島空き家利活用推進協議
会

・ＤＩＹセミナー
・相談会
・パンフ作成

① 空き家を所有するオーナー向けセ
ミナー・相談会

② 空き家を所有する大家向けアン
ケート、ヒアリング

① 参加人数18名、相談件数5件
② アンケート回収27件、ヒアリング5件。いずれも、ＤＩＹ

賃貸借の中身についての認知度が低いものの興味
はあるため情報提供を希望する声が聞かれた

• 利活用物件数：売却1件、（検討中1件）、用途変更に
よる利活用1件（検討中1件）
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４）空き家等の利活用に向けた地域の人材育成・事業実施体制の確立 
当該類型に属する取組の特徴としては、地域の空き家等の利活用に取組む人材の発掘や育成、連携

体制の確立や拡充を図る点が挙げられる。行政や事業者等に対する、人材育成のためのマニュアル作

成や研修会等を行う取組、また、利活用に取組む人材に必要とされる知識や能力の習得方法を構築す

る取組事例もあり、対応すべき課題や事業の目的に応じ、視点がそれぞれ異なる点が特徴的である。

特に、連携体制の確立や拡充へ向けた取組の中では、主に空き家バンクの活用促進を目的としている

取組が多い。 

 

枝
番

モデル事業者名 取組類型 取組内容 取組成果

10
DIY型賃貸借の普及のため
のリノベーションモデル事
業の構築

・セミナー
・実物件見学会

① DIY型賃貸借の講習会、体験会および
リノベーションモデルルームの見学会

② 借主向けリフォームローンの商品化検
討

① DIY賃貸借やDIY工事、リノベーション物件への理解
度の向上

② 肥後銀行の既存商品の利用方法に「DIY工事」を加
える形で調整中（H31年3月に商品ページをリニュー
アル予定）

• DIY型賃貸借講習会＆体験会の参加者数12名、DIY
体験会参加者数22名、モデルルーム見学会参加者
18名

11
長島町遊休富動産利活用
促進事業 （Ｎ－project）

【新技術活用：ドローン・
ＶＲ】

・金融商品開発
・ワークショップ
・相談会

① 空き家利活用促進のための調査研究
② 空き家利活用促進のための仕掛けづ

くり、商品開発等（空き家を活用した地
域拠点の開設、金融商品開発、空き
家バンクとの連動等）

③ ＩＴ技術の導入（360度カメラ・ドローン、
ＶＲ内見、ＩＴ重説）

① 先進地視察等によりノウハウを獲得
② 空き家改修ローンを開発、次年度は空き家を活用し

たコワーキングスペースの開設を予定
• 相談会・セミナー参加者16名、解体ワークショップ参

加者26名、利活用物件数：売却4件（検討中27件）、
賃貸32件（検討中5件）、解体検討中5件、用途変更
による利活用検討中1件

12 （一社）全国住宅産業協会
・セミナー（所有者向け）
・相談会

① 所有者向け空き家対策セミナー、相談
会

② 事業者講習用テキストのコンテンツ充
実

① 税金、不動産、建物等様々な分野の専門的アドバイ
スで、所有者が敬遠しがちな解体を実施した事例を
出すことができた

② 会員以外の受講希望者受け入れのため、住宅・不
動産の基礎知識を増やす形で講習用テキストを大
幅に改定

• セミナー参加者80名、相談会相談件数8件、利活用
物件数：売却検討中2件、解体1件（検討中3件）、用
途変更による利活用検討中2件

枝
番

モデル事業者名 取組類型 取組内容 取組成果

1
（公社）青森県宅地建物取
引業協会

・セミナー
（全国バンク普及啓発）
・相談会

① 所有者向け空き家相談会の開催（県
内8か所）

② 空き家・空き地等の利活用に関する
市町村合同会議の開催

③ 空き家関連ＨＰの構築

① 相談件数31件
② 合同会議参加自治体は昨年度に比べ増加
③ 会員業者、各市町村向けの情報発信ツールとして

今後の活用に期待
• 利活用物件数：売却検討中18件、賃貸検討中1件、

解体検討中4件、用途変更による利活用検討中8件

2
（公社）福島県宅地建物取
引業協会

・意見交換会（対自治体）
・空き家協定締結

① 空き家バンク事業の説明会及び合同
意見交換会の開催

② 空き家バンク事業・意見交換会に関
する各市町村へのアンケート調査

③ 各市町村との空き家バンク事業に係
る協定締結

① 県内4会場に分かれ38市町村（65名参加）対象に実
施

② 意見交換会を地域別に開催する要望が高い結果と
なり、今後の活動に反映

③ 10市町村と協定締結（県内59市町村のうち、26市
町村と締結済）

• 利活用物件数：売却23件、賃貸142件

3
（公社）埼玉県宅地建物取
引業協会

・研修会（相談員向け）
・相談会

① 不動産無料相談員研修会の実施
② 会員（宅地建物取引業者）向け相続

に関する知識啓発パンフレット作成
③ 相談所を活用した会員（宅建業者）紹

介制度スキームの取りまとめ

① 受講者380名
② 相続知識Q＆A式パンフレット作成・周知
③ 相談案件の業者紹介フローの確立

4
空き家再生プロデュー
サー育成プログラム

【新技術活用：クラウドファ
ンディング】

・人材育成（地域に空き家
担い手）

① OJT実施及び現地訪問実施とイベン
ト開催

② プログラム紹介ウェブサイトの作成・
公開と次期受講者募集

① 育成プログラム構築完了、イベント参加者31名。イ
ベントには大きな反響。今後他地域での展開。育成
プログラムを通して、2件の利活用プロジェクトをクラ
ウドファンディング（エンジョイワークス運営）を募集
開始

② サイト構築完了。短期間での大きな反響（受講申込
23件、問合せ7件）

• 利活用物件数：用途変更による利活用検討中2件
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枝
番

モデル事業者名 取組類型 取組内容 取組成果

5
「空き家マイスター」を中心
とした空き家相談・流通・人
材育成事業

・研修会
（空き家マイスター制度）
・相談会

① 空き家総合相談業務の実施
② 空き家の専門家「空き家マイスター」

の登録・人材育成業務
③ 愛知県空き家空地バンクポータルサ

イトの運営

① 相談件数155件（前年度比増加）、自治体との空き
家相談協定9市町村締結、各自治体空き家セミナー
にて相談件数10件

② 124名受講
③ 自治体の空き家バンク周知協力促進、7自治体で

空き家バンク開設
• 利活用物件数：売却済5件（検討中13件）、賃貸検討

中1件、解体済3件（検討中11件）、用途変更による
利活用検討中2件

6
（公社）滋賀県宅地建物取
引業協会

・研修会（事業者向け）
・相談会

① 空き家相談員のスキルアップ研修会
の開催

② 空き家所有者等向け無料相談会の開
催

③ 一般消費者向けセミナーの開催

① 参加人数240名
② 相談件数16件
③ 参加人数約300名
• 利活用物件数：売却済2件（検討中13件）、賃貸検討

中1件、解体検討中2件、用途変更による利活用検
討中1件

7
（公社）京都府宅地建物取
引業協会

・セミナー（所有者向け）
・相談会
・研修会（相談員の人材
育成）

① 所有者向け空き家相談会の開催
② 空き家対策に関する協定の締結
③ 空き家バンク協力業者の育成

① 参加人数35人、相談件数27件
② 3市と協定締結。複数の専門家団体による相談窓

口の一本化の協定を締結した（長岡京市、京丹後
市）

③ 参加人数26人
• 利活用物件数：売却済4件（検討中3件）、賃貸済6件

（検討中3件）、解体済1件、用途変更による利活用
済1件

8
池田市空き家バンク普及促
進検討協議会

・セミナー
（空き家バンク制度）
・相談会
・バンク運営環境整備

① 地域住民および所有者向け空き家セ
ミナー＆相談会の開催

② 空家バンクの周辺環境整備に関する
検討

③ 空家バンク登録、運営実務のための
作業等に関する検証

① 参加者56人、相談件数14件
② 多様な地域の組織が空家バンク運営に関わる検討

を行う機会となった
③ バンク登録件数1件。池田市と連携事業者の役割

分担等について意見交換を行う機会となった
• 利活用物件数：売却検討中2件、賃貸検討中1件

9
茨木市空き家・空き地等
「自治会モデル事業」プロ
ジェクト

・手引書の作成
（空き家対策自治会版）
・セミナー
・ワークショップ

① 住民向け空き家セミナー・ワークショッ
プ・相談会の開催（空き家問題、イン
スペクション体験、相続、塗装DIY体
験、将来のまち座談会）

② 「空き家対策自治会版」手引き作成

① 参加者138人、相談件数9件。連続して様々なテー
マにより開催したため、住民に多様な知識の重要
性を認識いただけた。住民は空き家に問題意識が
無いのではなく、何をすればわからない人が大半
だった

② 手引き作成が完了。各戸に配布し、参加できなかっ
た住民にも情報共有を図った

10
ひょうご創生空き家活用プ
ロジェクト

【新技術活用：ドローン・
スマートロック・3D技術】

・物件調査効率化実証
・地方創生イベントの開
催
・空き家リモート管理実証

① 空き家・空き地の情報収集を行い、3D
技術、ドローン、VR等の技術を活用し
た調査方法と空き家情報提供方法の
検討

② 観光拠点エリアでの空き家・空き地の
利活用事業について創生方法の検討

③ 行政の「フードバレー構想」との連携
イベント「＠IEKATSU in神戸」の施行、
周辺の空き家の事業活用に関する
ワークショップ等を検討・実施

① 新技術を使用し、物件利用者に内覧を遠隔地から
実施し、的確な物件情報提供が可能となった。また、
体験者からは非常に好評であった

②③ 若手起業家向けワークショップ及び
空き家回遊ツアーにより、マッチングを実施

• イベント参加者数18人、相談件数19件、利活用物件
数：売却済1件（検討中1件）、賃貸済1件（検討中3
件）

11
NPO法人空き家コンシェル
ジュ

・空き家バンク利用促進

① 奈良県内市町村を対象とした全国版
空き家・空き地バンクに対するアン
ケートの実施・集計・分析、バンク事
業者へのヒアリング

② アンケート結果を踏まえた「全国版空
き家・空き地バンク」登録サポートガイ
ドの作成

① 市町村のバンク登録の阻害要因、バンク運営事業
者が抱える課題等を把握

② ①を踏まえ、市町村空き家バンク制度の構築をフ
ロー形式で把握できるサポートガイドを作成

• 空き家バンク登録の事業開始前からの増加（参画市
町村数（LIFULL版：11→15、at home版：3→9）、登録
物件数（LIFULL版：45件→95件、 at home版：27件
→55件））

12
高知県住居支援協議会 空
き家対策部会

・専門チーム相談対応
・マニュアル作成

① 空き家所有者からの相談対応
② 高知県空き家課題解決マニュアルの

作成

① 専門家チームの対応により所有者の意向を確認し
つつ個別に対応

② 今後の専門家チームの教育研修・情報共有に利用
可能なよう空き家問題に関連する幅広い内容を網
羅したものを作成

• 利活用物件数：売却検討中2件、賃貸検討中1件、解
体検討中24件、用途変更による利活用検討中2件

13 ＮＰO法人頴娃おこそ会
・ガイドライン作成
・モニター物件の改修

① ノウハウの収集・習得のための視察・
勉強会等参加

② 実践者の育成（まちづくり空き家再生
コーディネーター養成講座）

③ ①②を踏まえた「まちづくり空き家再
生入門」作成

① ノウハウの収集・習得と合わせて、各分野の専門家
や空き家再生に興味がある人物、団体等とのネット
ワークが拡大

② 異なる３つの視点での講義に加え、合宿型にしたこ
とで、参加者間の活発な意見交換もみられた

③ ①②を踏まえ、考え方やノウハウ、法律等を整理し
たパンフレットを作成

• 利活用物件数：賃貸2件（検討中2件）、解体決定1件
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（２）課題の整理・分類 

ここでは、各団体が空き家等の利活用促進のため、解決に向けて取組んだ課題をとりまとめる。ま

た、その課題が「どのステージの空き家で、どの主体に関するものか」によって整理し分類を行った。 

まず、空き家のステージは「所有者が未特定であるステージ」、「所有者は特定済だが、活用意向が

不明であるステージ」、「所有者は特定済で、活用意向も確認できているステージ」の３つに分類する

ことができる。また、それぞれのステージでの課題は、その課題が空き家等の流通や利活用に係る主

体者である「所有者（予備軍含む）」、「所有者と利用者の両者を繋ぐ事業者（空き家等の利活用に取

組む事業者、専門家、自治体等）」、「利用者（需要者）」に分類されるなど、どの主体に所在してい

る課題であるのかも異なっている。 

よって、下図のように横軸に【空き家のステージによる区分】、縦軸には空き家等の利活用に係る

【主体者による区分】を設け、それぞれのセグメントごとにどのような課題が存在しているのかにつ

いて整理している。 

所有者に関する課題としては、空き家のステージにおいて「所有者未特定」、「所有者特定済・活用

意向不明」での課題が比較的多く、事業者に関する課題としては全ての空き家のステージにおいて存

在することがわかる。 

また、利用者に関する課題は、所有者及び事業者に比べ少ない傾向にあることがわかる。 

 

 

図 空き家等の問題解決における課題の整理・分類 

  

空き家のステージによる区分

所有者未特定
所有者特定済
活用意向不明

所有者特定済
活用意向有

主
体
者
に
よ
る
区
分

所有者
（予備軍含
む）

事業者
（空き家等
の利活用
に取組む
事業者、専
門家、自治
体 等）

利用者
（空き家等
を活用する
移住者、創
業者 等）

・物件の利活用ニーズを正確に把握していない
・居住以外に転用する利活用手法の知識不足

・持続的な活動を行うための収入源・人材の確保
・地域で活動を行う様々な事業者が保有しているデータを有効活用・連携できていない

・日常生活で所有者に接する機会のある人材（家族、地域住民、司法書士、福祉
関係者 等）の空き家に関する知識の不足及び連携不足

・物件情報を正確に把握する方法が無い（又は知
らない）
・遠方の場合、物件選択の判断材料となる情報を
取得しづらい
・判断材料（物件情報、地域関連情報、改修イメー
ジ 等）となる情報を一元的に把握する方法・機
会がない（又は知らない）

・利用者を探す機会・方法が無い（又は知らない）
・遠方のため、物件の維持管理ができない
・利活用したいが、改修コスト等は負担できない
（又は見合わない）

・所有者と利用者をマッチングさせる効率的・効果
的な手法を確立できていない（情報提供手法、利
用者が求める情報の提供、利用者へのアプローチ
手法等）

・空き家の状態であることに問題意識がない
・空き家に関する知識の不足
・活用の意思決定をする判断材料が無い
・利活用する意向があっても、家族・近隣住民から同意が得られない
・空き家に関する相談を行う機会がない（又は知らない）
・遠方のため、相談する方法がない

・空き家の利活用手法に関するノウハウの不足
・空き家の相談対応ができる人材の不足（人材育成手法の未確立、相談員の知識不足、
専門家との連携不足等）
・空き家に関する活用方針の検討や専門家との連携の中枢を担う人材の不足

・空き家調査、所有者調査の効率的な手法が未
確立
・ニーズがあると思われる物件も、所有者情報の
把握方法が無い

・利用したいと思う物件があっても、どこに相談していいかわからない
・従前の活用方法から転用する場合、どの物件が適しているのか判断できない
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２－４ 取組に対する評価と今後の課題 
（１）取組に対する評価及び成果 

各団体の様々な取組やその分析結果・評価を通じて得た成果について、以下で説明する。 

 

１）解決すべき課題の明確化と課題の全体像把握 
昨年度に引き続き採択された団体においては、昨年度に比べ、解決に向けて取組むべき課題が明確

になっている傾向にあった。活動資金不足により取組を実施できない状況にあった団体が、昨年度、

支援を受けて取組を実施することができたことで、それまで不明確だった取組課題が明確になってい

ると考えられる。 

課題が明確になったことで、今年度の取組において求める成果やその成果達成のために必要な取組

が何かなど、取組の流れについても明確となり、特徴的な取組実施や成果達成に繋がっていると考え

られる。 

各団体が解決に向けて取組むべき課題が明確になっていることで、２－３（２）で示したように、

課題の所在を整理・分類することができ、空き家等の利活用における課題の全体像の把握に繋がっ

た。今後も、課題の全体像を踏まえて公的な支援等の施策を実施することで、民間事業者の取組をよ

り効果的にし、空き家等の流通促進や流通モデルの構築に繋げることが可能になるため、この点は大

きな成果である。 

 

２）継続的支援による成果 
前述したように、昨年度に引き続き採択された団体は課題の明確化が図られ、より成果に繋がりや

すい取組を行っている傾向にあった。特に、所有者の意識改革を図るためのセミナーや相談会等の取

組を実施した団体は、集客効率や啓発効果を高めるために、「どのようなプレイヤーと連携し、どの

ようなテーマ設定でセミナーを行うか」という観点から、1年目での課題を基に、新たな実施方法を試

行する取組が多く見られた。また、継続的な支援により、１年では解決が困難な課題や１年目の取組

を通して得られた課題等の解決を図ることが可能となった点に関しては、各団体の取組を促進し、支

援終了後も継続的に活動を実施するうえで大きな効果を果たしていると考えられる。 

今後は、これらの取組事例の横展開を図り、更なる事例の蓄積へ向けた支援等を実施することが望

まれる。 

 

３）新技術活用事例の蓄積 
既存の空き家等の流通における課題の解決策として、９団体が新技術を活用した取組を実施した。

解決を図った課題としては、所有者や利用者の物理的な距離（遠隔地）に関する課題、所有者の利活

用に要する資金調達に関する課題、所有者の利活用の意思決定に関する課題、事業者の業務効率化に

関する課題等があり、活用した新技術としては VR、３D カメラ、クラウドファンディングや価格査定

等が挙げられる。 

取組を通し、新技術の活用が所有者・事業者・利用者それぞれに有効な課題解決策となる可能性が

あることが確認できた。ただし、期待した効果が得られない事例や、システム投入に係る費用負担が

今後も課題となる事例も見られたため、どのような環境や条件下であれば効果が得やすいか等を分析

するため、引き続き新技術の効果的な活用事例を蓄積し、横展開していくことが望まれる。 
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４）取組を通して得られた定量的成果 
上記の成果以外で定量的な成果を確認する指標として、「セミナー・相談会等への参加者数」と「空

き家等の利活用物件数」がある。 

「セミナー・相談会等への参加者数」は、所有者向けのセミナーや相談会等の開催により、相談機

会の提供や意識啓発を促すものであり、全団体合計で参加者数が約 1,500 名、相談件数も約 800 件に

のぼった。また、事業者や行政等に向けた研修会は、人材育成を促進した活動における定量的な指標

となるが、こちらは約 3,000 名近い参加者数となっており、これらの取組が全国で実施されたことは

本事業での大きな成果である。 

「空き家等の利活用物件数」は、実際に空き家等が利活用に繋がった成果を図る指標となるが、各

団体の取組によって利活用された物件数として、売却 120 件、賃貸 213 件、解体 12件、住宅から用途

変更による利活用は 19件となり、合計で 344 件の空き家等が利活用されている。また、利活用の検討

に至った空き家等も数多く存在し、実際に空き家等が利活用に向けて動いているという点は本事業の

大きな成果である。 

 
図 定量的成果に関する指標 

 

（２）今後の課題 

各団体から取組を通して挙げられた課題を整理・分析した結果、今後、空き家等の流通促進を図る

ための課題と考えられる点について、以下で説明する。 

 

１）各団体の取組の継続 
支援終了後、組織体制の継続も含め、いかに取組を継続させるかが各団体において課題となる。 

この課題に対し、昨年度から継続して採択された団体では、地方公共団体等との連携により活動資

金を確保しながらも、効率的な取組の実施方法や一定の収益を得るためのビジネススキームの構築を
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進めている事例がある。 

地域の空き家等の流通は、その作業に見合った収益を上げることが困難な場合が多く、また、所有

者へアプローチを行う際や地域の様々な主体と連携して事業を実施する際は、事業者の社会的信頼性

が重要となる。よって、国または地方公共団体との連携により一定の公的支援を受けることで、取組

に対する地域の理解度を高め、また、新たなプレイヤーの発掘や連携による活動の継続が可能になる

と考えられる。 

 

２）空き家等の利活用等に関わる専門家を繋ぐ人材の発掘・育成方法の周知 
空き家問題に関する相談内容は、不動産分野だけでなく、建築、金融、相続、税務、法務、さらに

は人間関係にまで及び、これに対応するためには多様な専門知識やコンサルティング能力が必要とな

る。よって、空き家問題を解決するためには、多様な分野の専門家と連携することが重要となる一方

で、相談者と各専門家の間を繋ぎ、連携を有効に機能させることが可能な人材の発掘・育成が課題と

なっており、同様の課題認識を持つ団体は数多く存在している。 

上記のような課題を解決するための人材発掘・育成といった取組もいくつか実施されているが、取

組事例や当該課題の認識に関しては、まだ全国の各地域に広まっているとは言い難いため、各地域の

事業者や地方公共団体等に広く周知し、事例の横展開を図るとともに、引き続き事例の蓄積を進めて

いくことが重要となる。 

 

３）所有者に接する関係者との効果的な連携 
 長期で空き家となっている状態の不動産を保有している所有者は、空き家であることが平時とな

り、空き家であることに対し、特段の問題意識を持っていない又は問題意識が低いケースが多い。こ

のような場合、所有者が能動的に相談等の行動を起こすことは少ないため、その点が空き家問題の根

本的かつ大きな課題の一つとなっている。 

この課題を解決する方法として、所有者と日常生活上で接する機会が多い関係者と連携することで

所有者が能動的に相談等の行動を起こさない場合でも、所有者にアプローチする方法に取組んだ団体

がある。例えば、民生委員や社会福祉協議会と連携して所有者情報を把握する取組や、福祉施設等と

連携してセミナー等を開催することで所有者への意識啓発を図った取組等がある。 

所有者の意識啓発及び空き家等の利活用の発意を促すためには、上記のような取組は効果が期待で

きると考えられる。一方で、日常生活上で所有者に接する機会が多い関係者は、一般的に空き家問題

に対しての課題意識を持つプレイヤーではないため、効果的な連携には至っていないケースが多く、

この点が今後の課題となる。 

上記のような関係者との連携を図るためには、空き家等の利活用に取組む事業者だけでなく、地方

公共団体等との連携など、公的な支援も必要になるため、引き続き効果的な連携体制が構築されてい

る事例や連携構築に取組む事例を収集し、当該事例や連携ノウハウ等を全国的に周知することで課題

解決に繋げていく必要がある。  


